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研究成果の概要（和文）：　本研究では衰退期に陥る前に戦略的に意思決定し、再び成長軌道に乗った企業２社に着目
し、そのプロセスの分析を行った。
　半導体製造装置産業に属するA社は機械系技術が強みだったが、1980年代に化学系の事業に進出し、業績が急落した
。この際、ミドルマネジャーであった技術担当者が本来の機械系分野で画期的新商品を開発し、全社的に「本業回帰」
するのに決定的な役割を果たした。また、臨床検査産業に属するB社は1990年代、産業全体として将来性の低い同産業
に見切りをつけ、調剤薬局企業へと「業態変更」し、業界一位へと急成長した。
　本研究ではこれらの事例を分析することで、トップとミドルマネジャーの役割を明確にした。

研究成果の概要（英文）： This research focuses on two companies to analyze their strategic 
decision-making process to return to a growth path before they fell into decline.
 Machine technology was the advantage of the company A in the semiconductor manufacturing equipment 
industry, but as the top manager decided to expand into chemical industry in 1980s, their business 
performance worsened rapidly. In this case, a middle manager in charge of engineering played a decisive 
role in the company's returning to its original strengths by developing a breakthrough product in machine 
industry field.
 In 1990s, the company B in the laboratory-testing industry regarded its original business field as 
unpromising. So the top manager decided to sell its laboratory testing division and invest in the 
dispensing pharmacy business. Now the company B is one of the top companies in that field in Japan. This 
research has clarified the roles played by the top manager and the middle manager by analyzing these two 
cases.
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１．研究開始当初の背景 
本研究を始めるまで、筆者は企業のライフ

サイクルにおいて衰退期にある企業の事例
研究を行い、Slatter & Lovett（1999）（１）の
再生理論を検証するとともに、再生に着手す
るタイミング（図表１を参照）によって、そ
の手法に類似点・相違点があることを指摘し
てきた。類似点は、不採算事業の戦略的撤退
を意味する「戦略的フォーカス」とそれに伴
う「組織改革」が再生の鍵である点、相違点
は「リーダーシップ」と「ステークホルダー
の支援」のあり方であった。 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図表１ 企業再生のタイミング（２） 
 
倒産寸前の企業ではほぼ例外なく旧経営

陣が退陣し、早期（成熟期）に再生に着手し
た企業は、旧経営陣が「戦略的フォーカス」
を率先した。また、末期は株主などの外部関
係者支援に注力したのに対し、早期では企業
内部の従業員に対する支援が重視された。こ
れは、企業トップが事業リスクを早期認識し、
従業員を適切に管理しつつ戦略的に事業を
取捨選択すれば、Lovas & Ghoshal-Model
（2000）（３）の様にトップダウン型で企業衰
退を防ぎうることを意味する。 
 
しかし、Slatter & Lovett（1999）の再生

研究は衰退期末期にある企業に限られ、成熟
期にトップが誤った事業戦略を展開した際
の早期改善手法については論じられていな
い。 
 
２．研究の目的 
経済成長が鈍化した現代日本では、企業の

ライフサイクルで成熟期に位置する企業が
少なくなく、リスクの大きい新規事業への参
入や既存事業の継続可否など、企業トップが
組織の盛衰を左右する意思決定に直面する
機会が多い。もしトップが不適切な事業展開
をすれば、成熟期から衰退期に陥り、倒産の
危険性が高まる。その場合、 Lovas & 
Ghoshal-Model（2000）に代表される、新経
営陣を中心としたトップダウン型の大規模
改革（戦略的事業撤退）が不可欠となる可能
性が高い。 

 

しかし、Burgelman-Model（1994）（４）に
よれば、たとえトップが誤った事業戦略を展
開しても、ミドルマネジャーが現場で時流に
適した「自律的行動」を展開して「内部の選
択環境」を徐々に変化させれば、最終的には
トップが「公式の全社戦略」としてそれを承
認することになる（遡及的合理化）。 

 
したがって、ミドルアップ型の適切な「自

律的行動」の共通項を明確にし、それを促
す経営管理システムを構築できれば、企業
は衰退期に陥るのを防ぐ「安全弁」を内在
化できる。本研究はこの点に着目し、産業
心理論で導入されている質的研究やシナリ
オ分析の手法を取り入れ、経営難に直面し
たミドルの危機認識と適切な「自律的行動」
を分析し、それを促進・阻害する経営管理
上の要因を分析することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究では衰退期に陥る前に戦略的に意

思決定をし、経営を再び成長軌道に乗せた企
業２社に焦点を当て、そのプロセスの分析を
行った。加えて、定量調査も実施した。 

 
(1) 定性調査１：半導体製造装置産業に属

する株式会社ディスコは機械系技術が強み
だったが、1980 年代に化学系の事業に進出
した。当時、同産業は産業全体として成長期
にあったにもかかわらず、①化学系の技術
者・蓄積資源の不足、②莫大な研究開発費、
③本業におけるライバル企業の台頭、④プラ
ザ合意後の急速な円高などが原因で、同社の
業績は急速に悪化した（図表２を参照）。 

図表２ 業績とシリコンサイクル（５） 

 
しかしながら、業績不振が決定的となった

1990 年代初頭、当時はミドルマネジャーで
あった技術担当者が本来の機械系分野で画
期的新商品を開発したこと、また化学系事業
から撤退したことによって、同社の業績はＶ
字回復した。本事例は、図表１の「第二段階」
での企業再生に相当するが、このミドルマネ
ジャーは、全社的に「本業回帰」するのに決
定的な役割を果たした。 

 

 



(2) 定性調査２：臨床検査産業に属する株
式会社アインファーマシーズは 1990 年代、
94 年の株式店頭公開を機に、一気に多角化へ
向けて舵を切った。主力の臨床検査事業が産
業全体として成長性が低かったのに加え、配
当責任も発生したためである。そこで、ドラ
ッグストア事業、家電量販事業、調剤薬局事
業、ホームセンター事業、パソコン専門店な
どに矢継ぎ早に進出した。その結果、図表３
が示すように、売上高は急伸したが、経常利
益・純利益は大幅な赤字となった。 

 
こうして、同社は「1994 年の株式公開」

→「資金的余力と配当責任の発生」→「臨床
検査事業の限界」→「調剤事業の拡大路線と
期待はずれ（進展の遅い医薬分業）」→「多
角化・大型投資とその失敗」という流れで経
営難に陥った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表３ アインファーマシーズの業績（６） 

 
この難局を乗り越えるため、同社は大胆な

改革を断行する。まず、調剤薬局事業とドラ
ッグストア事業（物販事業）を除き、多角化
した際に進出した他のすべての事業から撤
退した（戦略的事業撤退）。それだけでなく、
産業全体として将来性が低いという理由か
ら、1990 年代前半には売上高の 60％ほどを
占めていた主力の臨床検査事業まで売却し
た。以後、同社は産業全体として高成長を期
待できる調剤薬局事業に経営資源を集中投
入し、短期間のうちに業界一位の企業へと急
成長した。図表４は、1990 年代から 2000 年
代前半における、アインファーマシーズの事
業別売上高構成比である。 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表４ アインファーマシーズの 
事業別売上高構成比（７） 

この事例は、断定は困難だが、図表１の「第
三段階」に相当すると考えられる。本件では、
企業再生に伴う種々の改革は基本的にトッ
プダウンで断行された。しかしながら、多く
の社員が他社へと流出するなか、社長の改革
を支え続けたミドルマネジャーの働きも看
過できない。トップとミドルの両マネジャー
の協業により、アインファーマシーズは難局
を乗り切り、調剤薬局企業へと「業態変更」
したからである。 
 

(3) 定量調査：企業再生時におけるミドル
マネジャーの役割を明確にするため、アイン
ファーマシーズに勤務する350名ほどの薬局
長や管理薬剤師（ミドルマネジャー）に対し
て、アンケート調査を実施した。特に、企業
の経営方針に関する彼らの意識、行動、部下
の管理について詳細を尋ねた。 
 
４．研究成果 
２つの事例を分析することにより、企業再

生のプロセスを明確にすることができた。以
下に、研究成果を簡潔に明記したい。 
 
 (1) 株式会社ディスコの企業再生：本事例
は図表１の「第二段階」に相当する再生であ
った。化学関連の事業が業績の足かせとなっ
ていたものの、本業ではそれなりの利益を確
保しており、事業を清算した 1992 年に赤字
を出した程度で済んでいるためである。この
段階での再生では、「戦略的フォーカス」と
それに伴う「組織改革」に力点が置かれてい
たことが確認された。この結果は、筆者の既
存研究の結論と合致した。同社の企業再生の
プロセスの詳細は図表５の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図表５ ディスコの再生プロセス（８） 

 
ミドルマネジャーの「自律的行動」に関し

ては、研究開発において特筆すべき点が見出
された。機械系の新製品開発そのものは旧経
営陣の方針であったが、その責任者となった
ミドルマネジャーは自主的に、新機種の完成
に向けて連日深夜まで研究開発室で生活す
るという日々を送った。徹夜もしばしばであ
ったという。そうした執念が生んだ新製品は
大ヒットし、それが、会社が化学事業から撤

 

 



退するのを後押ししたのである。したがって、
旧経営陣が機械系事業と化学系事業の二軸
を重視するなかで、その一方の軸で研究開発
を任されたミドルマネジャーの「自律的行
動」が、他方の軸の全面的撤退、ならびに全
社的戦略として「本業回帰」するという経営
陣の意思決定に多大な影響を及ぼしたと結
論するのが妥当である。 
 

(2) 株式会社アインファーマシーズの企業
再生：本事例は図表１の「第三段階」に相当
する再生であると思われる。株式の店頭公開
を機に多角化を進めた結果、売上高は急伸し
たものの、経常利益は赤字となったためであ
る。ただし、赤字の状況が長期に渡って継続
したわけではないから、「第三段階」とする
のが妥当であろう。この段階での再生でも、
「戦略的フォーカス」とそれに伴う「組織改
革」に力点が置かれていたことが確認された。
同社の企業再生のプロセスの詳細は図表６
の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図表６ アインファーマシーズの 
再生プロセス（９） 

 
同社の企業再生は、トップマネジャーが一

貫して主導した事例である。トップマネジャ
ーは産業全体として成長性の見込めなかっ
た主力の臨床検査事業を他社に売却し（戦略
的事業撤退）、急成長の予測された調剤薬局
企業へと大胆に舵を切った。この激しい再生
プロセスにおいて、トップの判断を信じ、改
革を支えたミドルマネジャーも活躍した。医
薬分業が本格的に進む前に、大病院前の門前
薬局を次々に開設し、Ｍ＆Ａのための情報収
集を担当したのは彼らミドルマネジャーに
他ならない。そうしたトップとミドルの両マ
ネジャーの協働が見事にマッチし、「業態変
更」という仕方で企業再生を成し遂げたので
ある。しかも、変更からわずか５年ほどで、
同社は業界トップの企業に成長したのだか
ら、この点でも本事例は特筆に値する。トッ
プマネジャーとミドルマネジャーの連携に
よる見事な企業再生であったと言えよう。 

 
(3) アンケート調査：株式会社アインファ

ーマシーズのミドルマネジャーを対象に、彼

らの「自律的行動」を促進・阻害する要因に
関するアンケート調査を実施済みである。現
在、このアンケート調査の分析中であり、そ
れが終了した時点で論文を執筆し、学術誌に
投稿する予定である。 
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